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株式市場が騰勢を維持：日本と新興国が相場をけん引、米国は後れを取る

出所：ブルームバーグのデータを基にアムンディ‧インベストメント‧インスティテュートが作成（2026年1月23日現在）。新興国、世界（除く米国）は
MSCI指数、米国はS&P500指数、欧州はStoxx600指数、日本は東証株価指数を使用。各指数はいずれも現地通貨ベースで算出。
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⽶国がトランプ⼤統領の外交政策⽬標を達成するべく軍事⼒や経済⼒を⾏使する

など、波乱の多い年明けとなりました。⽶連邦準備制度理事会（FRB）が大陪審

への召喚状を受け取ったことも、米国によるベネズエラへの軍事介入も原油やリ

スク資産の相場を動かす材料とはなりませんでした。しかし、トランプ⼤統領が

北⼤⻄洋条約機構（NATO）加盟国の主権を脅かす発言をすると、市場は一時的

に乱高下しました。市場は最終的に落ち着きを取り戻したものの、米国は他の地

域に後れを取る結果となりました。日本では、放漫財政やインフレを巡る懸念を

背景に債券利回りが上昇しました。

熱すぎもせず、景気後退を引き起こすほど冷たすぎもしない経済成⻑に加え、市

場関係者の間で拡大する過度の⾃⼰満⾜感が、リスク資産の上昇が続く背景にあ

ると考えています。こうした状況下、国内総生産（GDP）の緩やかな拡大やディ

スインフレを受けて各国中央銀⾏が慎重に対応しているおかげで、市場の流動性

は保たれています。

今後を⾒据えると、FRBの独⽴性に対するリスクやトランプ⼤統領の外交政策、

そして同⼤統領による伝統的な同盟関係の再編を意図した発⾔など、多くの波乱

要因があります。FRBへの圧⼒が強まれば、インフレ期待が不安定化する可能性

があります（当社の基本シナリオではないがリスクは高まっている）。こうした

状況はいずれも、⽶国資産への投資⽐率を引き下げ、戦略的⾃律を進める欧州の

資産への分散投資を進めるべきという当社の⾒解を⽀持するものです。今のとこ

ろ、当社では⽶国経済のモメンタムは⼒強いと認識しており、さらにユーロ圏の

成⻑⾒通しを上⽅修正しました。

 ユーロ圏のGDP成⻑率は当社の従来予測を上回りましたが、ECBの予測には届

きませんでした（1.2%対1.0%、実質GDP）。当社では、主にフランスとスペ

イン経済の⼒強さを踏まえ、GDP成⻑率の⾒通しを1.0%としました。当社の

⾒通しは、実質可処分所得の増加、すでに実施された利下げによる投資拡⼤、

復興基⾦「次世代のEU」の下で欧州周辺国に投入される資⾦により裏付けら

れています。一方で、当社では域内の消費動向や雇用情勢を注視しています。

「冷たすぎない」景気に市場は満⾜

ヴァンサン‧モルティエ
アムンディ‧グループCIO

モニカ‧ディフェンド
アムンディ‧インベストメント‧

インスティテュート‧ヘッド

フィリップ‧

ドルジュヴァル
アムンディ‧グループ

デピュティCIO

25年第1四半期 25年第2四半期 25年第3四半期 25年第4四半期 年初来

新興国 世界（除く米国） 欧州 米国日本



2 当資料のご使⽤に際し、最終ページを必ずご覧ください。

Amundi Investment Institute

2

グローバル‧インベストメント‧ビュー

当資料のご使⽤に際し、最終ページを必ずご覧ください。*2026年1月21日現在

 今年の⽶国の消費者物価指数（CPI）については、上昇率の⾒通しを従

来の3.0%から2.8%に引き下げました。それでも、財政拡大や今後の中

間選挙を踏まえると、インフレ率がFRBの2%⽬標を上回る状況は⻑引く

と考えています。CPIの3分の1を占める住居費の伸びは鈍化が⾒込まれ、

それが物価全体の伸びを抑制することになりそうです。また、関税引き

上げの消費者への転嫁は限定的であり、企業がコスト高を吸収していま

す。当社では、その動向を引き続き注視していく方針です。経済成⻑に

ついては、下半期を中⼼に税⾦の還付が個⼈消費を下⽀えするとみられ、

当社では今年の実質GDP成⻑率を2%と引き続き予想しています。

 中国の今年のGDP成⻑率は前年の⽔準から減速し4.4%となる⾒通しで

す。国内経済の低迷（住宅セクターや消費の調整）と国外からの需要の

鈍化が減速の要因です。政府はハードランディングを避けるために小規

模で的を絞った景気刺激策を打ち出すと当社ではみていますが、大規模

な景気刺激策が講じられる可能性は低いでしょう。この⾒⽅は12月末に

示された方針表明とも一致しています。

 ⾦（ゴールド）の価格は構造的な要因が押し上げ材料となります。地政

学的緊張（トランプ政権の異例の政策など）や構造的トレンド（財政赤

字‧公的債務の拡大）、そして各国中央銀⾏からの需要の⾼まりを追い

風に、⾦価格は上昇が⾒込まれます。最近、米国がベネズエラへの介入

を⾏った後も原油相場が動くことはありませんでした。しかし、イラン

情勢が激化した場合は、原油の供給（ホルムズ海峡を経由）は増えるど

ころか、むしろ滞る恐れがあり、原油価格が押し上げられる可能性が高

いと考えられます。とはいえ、原油市場は今のところ供給過多であり、

第1四半期には原油価格に下押し圧⼒がかかるとみています。下半期に

余剰感が解消されると、ブレント原油の価格は1バレルあたり60〜70米

ドルのレンジで推移する可能性があります。

当社では、財政支援

の効果を勘案したう

えで、今年の⽶国の

GDPが潜在成⻑率を

下回る2%のペースで

拡大すると予想して

います。

ECBが年内に政策⾦利を2回引き下げるとみてますが、消費が控えめな水準を保つこと、インフレ

が減速すること、賃⾦の伸びが鈍化することが前提です。当社では、今後のECB対応についてより

詳細な情報を得るべく、同⾏がインフレ⾒通しをどのように修正するのかを注視しています。

モニカ‧ディフェンド
アムンディ‧インベストメント‧インスティテュート‧ヘッド

欧州中央銀⾏（ECB）の利下げ予測は後ずれしましたが、年内に2回の利下げが実施されるとの⾒通しに

変わりはありません*。当社ではECBによるユーロ圏の景気判断を踏まえ、ECBが現在の⾦利⽔準に満⾜

していると考えています。また、当社では経済成⻑⾒通しを上⽅修正しましたが、ユーロ圏のディスイン

フレ基調は損なわれてないと考えています。したがって、年内最初の利下げは、ECBが3⽉に域内⾒通し

を公表した後の第2四半期（第1四半期ではなく）に実施されるとみています。2回⽬の利下げは第3四半

期に実施され、中銀預⾦⾦利は現在の2.0%から1.5%に低下すると予想されます。ECBは引き続きデータ

次第の政策運営を続ける⾒通しです。

FRBには前例のない圧⼒がかかっています*。当社では、FRBが年内に利下げを2回（各0.25%）実施する

との⾒⽅を維持していますが、FRBの独⽴性に関連する政治的リスクは⾼い状況です。パウエル議⻑は政

治的動機に基づくと思われる動きに対抗する構えであり、FRBによる独⽴した景気判断だけに基づき⾦融

政策を運営したいとの意向がうかがえます。いずれしても、今後はボラティリティが高まることになりそ

うです。デュレーションについては断定的な⾒⽅をする余地はなく、その代わりイールドカーブの5年〜

30年ゾーンのスティープ化を⾒込んだ戦略を選好し、引き続き物価連動国債を選好する方針です。

アムンディ‧インベストメント‧インスティテュート：ユーロ圏、⽶国で⾦融政策の不確実性が⾼まる
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グリーンランドや

NATOに対するトラ

ンプ⼤統領の⾔動、

米国の中間選挙、関

税や欧州の対応が短

期的な相場の騰勢を

左右することになる

でしょう。

全体的なリスクセンチメント

前月からの変化

 マルチアセット：⾦（ゴールド）に対してポジティブな⾒⽅を強めた。原油に対して慎重な⾒⽅に転じた。

新興国株式に対してポジティブな⾒⽅を強めた。⽶国と欧州の株式に対してポジティブな⾒⽅をわずかに

弱めた。

 為替：⽶ドルの⾒通しを中⽴に引き上げ、ユーロに対しては短期的にやや慎重な⾒⽅に転じた。

相場の騰勢は強いものの、過度に割⾼なバリュエーションがその強さ

を部分的に相殺しており、当社ではリスクスタンスを据え置きました。

全体的なリスクセンチメントは、様々な投資プラットフォームが表明するリスク資産（クレジット、株式、コモディ

ティ）に対する定性的⾒解であり、グローバル投資委員会（GIC）で共有されたものです。当社のスタンスは、市場

や経済的背景の変化を反映して調整されることがあります。

欧州におけるディスインフレや米国における財政支援と「政治的ノイズ」、

そして中国の経済成⻑率がより低い水準に落ち着きつつあることを踏まえ、

当社ではリスクオン姿勢を維持するとともに、各資産クラスに対して以下

の⽅針で臨んでいます。

 債券については、デュレーション全般に中⽴の⾒⽅をしていますが、米

国にやや慎重な⾒⽅をするとともに、周辺国を含む欧州と英国にポジ

ティブな⾒⽅をしています。社債はBBB格の投資適格債とBB格の銘柄を

中⼼にキャリーが良好です。インフレは高止まりする可能性があるもの

の、それは当社の基本シナリオではありません。新興国債券では、世界

経済が堅調に推移していることを踏まえ、投資先を選別した上でキャ

リーの獲得を目指しています。

 株式については、⽇本企業のガバナンス改⾰やドイツの財政刺激策と

いった構造的なストーリーを選好するとともに、人工知能（AI）を巡る

熱狂の外にある銘柄を発掘する方針です。新興国市場に対しても、経済

活動の⼒強さやFRBの利下げが追い⾵となることからポジティブな⾒⽅

をしています。

 マルチアセットについては、ポートフォリオを安定させる⾦（ゴール

ド） の特性から恩恵を受けるべく、⾦に対する⾒⽅を引き上げた⼀⽅で、

原油に対する⾒⽅を引き下げました。新興国市場では、中南米株式に対

する⾒⽅を慎重に引き上げました。全体としては、バランスの取れたリ

スクオン姿勢を継続する方針です。

リスクオフ リスクオン
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欧州：サービス分野を含む物価の上昇や国内消費がECBの利下げのカギとなっている

出所：ブルームバーグ、ユーロスタットのデータを基にアムンディ‧インベストメント‧インスティテュートが作成。最新の月末値は2026年1月22日
時点のもの。

欧州中央銀⾏（ECB）の利下げに関する市場の織り込みは⾮対称であり、市場が

利下げを予想していないことが⽰唆されます。それでも、ユーロ圏ではディスイ

ンフレ基調が維持され、物価上昇率がECBが目標とする2%を下回ると当社では

みています。したがって、利下げの確率は利上げの確率よりも⼤幅に⾼いという

のが当社の⾒⽅です。また、当社では ECB内でハト派的な声がどのように高ま

るのか、そして、それにより利下げへの傾斜がどれだけ強まるのかを注視してい

ます。

債 券 市 場 執筆者

デュレーション / イールドカーブ 社債 新興国債券 / 為替

 英国とユーロ圏のデュレーション

を引き続き選好しつつ、欧州周辺

国にポジティブな⾒⽅をしている。

イールドカーブは中期的にス

ティープ化が進むと予想するが、

それがコンセンサスとして広く織

り込まれていることも認識してい

る。したがって、全体的にス

ティープ化を⾒込んだポジション

を軸としつつ、10〜30年ゾーンに

対する⾒⽅を戦術的に引き下げた。

 日本には中⽴の⾒⽅をし、米国の

デュレーション（2年物および30

年物）にやや慎重な⾒⽅をするが、

物価連動国債にはポジティブな⾒

方をしている。

 グローバルな観点から、英国と米

国よりEUを選好している。

 社債ではベータよりもキャリーを

重視している。⾦融銘柄の資本基

盤が強固であることから、⾮⾦融

銘柄よりも⾦融銘柄を選好し、ま

た⻑期債よりも短期債を選好して

いる。

 加えて、当社では利回りと質との

バランスを模索している。現在、

投資適格債の中でも格付の低いク

レジット（BBB格の銘柄など）で

は、キャリーが魅⼒的な⽔準にあ

ると考えている。

 世界のマクロ環境は新興国市場に

とって追い風だが、地政学的要因

でボラティリティが高まる可能性

がある。当社ではポジティブな⾒

方を維持するとともに、2026年が

新興国債券のキャリーを追求する

⼀年になるとみている。現地通貨

建債券、ハードカレンシー建債券、

社債では、ハイイールド債を選好

している。地域別では、サハラ砂

漠以南のアフリカと中南米（アル

ゼンチンなど）を選好している。

 為替については、ユーロに対する

⾒⽅を戦術的に引き下げ、米ドル

の⾒通しを「中⽴」に引き上げた。

FRBが利下げを2回⾏うとの⾒⽅は

すでに市場に織り込まれている。

新興国の通貨に対しては引き続き

ポジティブな⾒⽅をしている。

米国では、⽶連邦準備制度理事会（FRB）の独⽴性や議⻑の交代、労働市場（軟化の兆しを示している）が引き

続き市場の関心を集めるものと思われます。当社では、グローバルな視点でイールドカーブを注視するとともに、

社債や新興国債券を選別的に組み入れることでキャリーの獲得を目指しています。

アモリ‧ドルセー
債券部門ヘッド

インフレの⾏⽅がECBが抱える政策課題を解くカギ
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⽇本：⻑期⾒通しは依然として良好だが、円⾼で短期的に値動きが⼤きくなる可能性もある

出所：ブルームバーグのデータを基にアムンディ‧インベストメント‧インスティテュートが作成。直近の週次データは2026年1月23日時点のもの。
左縦軸上における上方向の変化は円安を、下方向の変化は円高を示す。

熱狂よりも構造的な成⻑分野を選好

株 式 市 場 執筆者

当社では改めて、米国株式やAI関連のハイパースケーラー（大規模クラウド企業）への投資⽐率を引き下げ、日

本、新興国、欧州など構造的な成⻑が⾒込まれる分野への分散を進める⽅針を確認しました。全体としては、バ

リュエーションと収益⾒通しのバランスが良好な場合に限り、ボラティリティからの恩恵獲得を目指す方針です。

先進国株式 新興国株式

欧州では、昨年、収益成⻑が加速したことが安⼼

材料となっている。現在のバリュエーションから

判断すると、欧州市場が順調に拡大するには、今

年の収益が1桁後半の伸びを示す必要がある。セク

ター別では、⾦融、資本財、ヘルスケア、生活必

需品を選好している。日本では、⾦利の正常化、

円高、政治情勢に関連し、短期的にボラティリ

ティが高まる可能性があるが、依然として⻑期的

かつ構造的な成⻑が⾒込まれる。

欧州と日本の中小型株は大型株と比べて極端に割

安であり、投資妙味が強い。資本収益率や負債⽐

率といった企業の質も改善傾向にある。

 AI分野では、電気設備、電⼒需要、AI導入に関連

するサブセクターに注目している。

 FRBとECBによる⾦融政策の緩和と、新興国全域

における堅調な経済成⻑⾒通しが相まって、新興

国市場に対して引き続きポジティブな⾒⽅をして

いる。

中南米、欧州新興国、アラブ⾸⻑国連邦を選好し

ている。中南⽶のバリュエーションは魅⼒的であ

り、政治情勢を注視している。ブラジルでは、今

後12ヵ月の収益がプラスになるとみている。

中国では、政府の反内巻政策や過剰生産の抑制を

図る措置を注視しているが、今のところ中⽴姿勢

を継続している。政府は内需主導型の成⻑モデル

への移⾏を図っているが、それにはある程度の時

間を要すると当社では考えている。台湾とサウジ

アラビアには慎重な⾒⽅をしている。

セクター別では、コミュニケーションサービスを

選好している。

バリー‧グラヴィン
株式プラットフォーム‧

ヘッド

米国と欧州の株式市場は、強弱まちまちな経済指標や地政学的緊張にもかかわ

らず、1⽉に最⾼値を更新しました。今後は、バリュエーションのばらつきに加

え業績の⼒強さが、アウトパフォームする市場を決めることになるでしょう。

現在進⾏中の決算発表では、1株当たり利益（EPS）の伸びや、さらに重要なこ

とに設備投資を問う展開になると予想されます。米国については、集中リスク、

政治的不確実性、人工知能（AI）分野への不適切な資本配分を懸念しています。

これらのリスク要因を踏まえると、現在、市場が織り込むバリュエーションを

正当化することはできません。

米
ド

ル
/ 
日

本
円

日
経

平
均

株
価

米ドル / 日本円 日経平均株価（右軸）
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守りの強化、リスクの微調整を実施

“新興国株式に対する⾒

方を小幅に引き上げたほ

か、地政学的緊張の高ま

りを踏まえて⾦に対する

⾒⽅を引き上げ、その安

定性から恩恵を受ける

方針です。”

マ ル チ ア セ ッ ト 執筆者

アムンディによるマルチアセットの投資⾒解 *

出所：アムンディ（2026年1月21日現在）。

「前月比の変化」は前月からのデータを含ん

でいます。本表は、マルチアセット‧プラッ

トフォームにおける主要な投資方針（ヘッジ

含む）を表したものです。*投資⾒解は標準

組⼊⽐率（ベンチマーク：株式45％、債券

45％、コモディティ5％、キャッシュ5％）

を基準とした相対評価で示されており、イ

コール（=）は中⽴を表します。実施にあ

たってはデリバティブを用いることがあるた

め、プラス（+）とマイナス（-）の合計が釣

り合わない場合があります。本表は特定の一

時点における評価であり、随時変更される可

能性があります。本情報は将来の成果の予測

を意図したものではなく、特定のファンドま

たは証券に関する調査、投資助言、あるいは

推奨として読者が依拠すべきものではありま

せん。本情報は例⽰を⽬的としたものであり、

アムンディの商品の現在、過去、または未来

における実際の資産配分またはポートフォリ

オを表すものではありません。

前月比で引き下げ

前月比で引き上げ前月比の

変化

ジョン‧

オトゥール
CIOソリューション部門

グローバルヘッド

フランセスコ‧

サンドリーニ
アムンディ‧イタリアCIO

マルチアセット戦略

グローバルヘッド

⽶国と欧州の経済情勢は適度に良好ですが、多くの資産クラスでバリュエーション

が割高となるなか、⽶国の労働市場は鈍化の兆しを⾒せています。加えて、このと

ころの地政学的緊張を背景に、全体的にややリスク選好の姿勢を取りながらも、慎

重に対応する必要性が浮き彫りになっています。当社では株式とクレジットに対し

てポジティブな⾒⽅をしていますが、堅調な収益サイクルや⼒強いモメンタム、そ

して潤沢な流動性がその⾒⽅を⽀持しています。具体的には、新興国のバリュー分

野で機会を模索するとともに、⾦（ゴールド）による守りの強化と米欧のリスク資

産へのヘッジの強化を図る必要がある点を強調したいと考えています。

欧州、英国、⽶国を通して株式に対してポジティブな⾒⽅をしており、また中南米

諸国に対してポジティブな⾒⽅に転じることで、新興国市場に対するスタンスを慎

重に引き上げました。全般的には、中南米諸国は他の新興国に比べてバリュエー

ションが魅⼒的な⽔準にあります。中南米最大の経済大国であるブラジルについて

は、国内で⾦融緩和が進んでいることに加え、今年の企業業績が堅調に伸びるとの

⾒通しがブラジル株式にとって好材料になりそうです。

デュレーションについては、米国の5年物国債とユーロ圏の10年物国債にポジティ

ブな⾒⽅をしています。米国では労働市場が軟化していることに加え、関税引き上

げの価格転嫁が限定的です。米国国債に対しては、経済成⻑や企業業績の低迷、さ

らには⾦融環境の引き締まりが想定されることから、ポジティブな⾒⽅を維持して

いますが、デリバティブ（⾦融派⽣商品）を用いてこのポジションをヘッジしてい

ます。また、ドイツ国債よりもイタリア国債を引き続き選好する一方で、財政圧⼒

が続いていることから、⽇本国債には慎重な⾒⽅をしています。ユーロ圏の投資適

格社債には旺盛な需要が⾒込まれます。

コモディティについては、⾦（ゴールド）に対してポジティブな⾒⽅を強めました。

中期的な⽀援材料は健在ですが、⾜元ではデリバティブよりも⾦の現物受け渡しを

選好する動きが強まっており、市場がストレスの到来を予期いることがうかがえま

す。一方で、原油については、石油輸出国機構（OPEC）による価格の下支えが限

定的であることから、慎重な⾒⽅に転じました。為替については、対ユーロでのノ

ルウェークローネと⽇本円にポジティブな⾒⽅をしています。⽇銀による⾦利正常

化は円高要因となる可能性があり、またノルウェーにおける高水準のインフレは、

同国の中央銀⾏に利下げを思いとどまらせる材料となるでしょう。

クロスアセット‧アロケー

ション評価（ヘッジ調整後）

キャッシュ

デュレーション

クレジット

投資適格債

ハイイールド債

新興国債券

株式

米国

先進国（除く米国）

新興国

⾦（ゴールド）

原油
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資産クラス別⾒通し

株式⾒通し

債券⾒通し

前月比の変化

前月比の変化

前月比の変化

前月比の変化

前月比の変化

先進国株式

米国

米国グロース

米国バリュー

欧州

欧州中小型

日本

EMEA＝欧州‧中東‧アフリカ、HC＝ハードカレンシー建債券、LC＝現地通貨建債券

新興国株式

新興国

アジア新興国

中南米

EMEA新興国

新興国（除く中国）

中国

インド

デュレーション

米国

EU

英国

日本

全体

クレジット

米国投資適格債

米国ハイイールド債

EU投資適格債

EUハイイールド債

全体

新興国債券

中国国債

インド国債

新興国ソブリンHC

新興国LC

新興国社債

全体
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前月比で引き下げ

前月比で引き上げ

グローバル為替⾒通し

当資料は、アムンディ‧アセットマネジメント、アムンディ‧インベストメント‧インスティテュートが一般‧参考情報の提
供を⽬的として作成した資料を、アムンディ‧ジャパン（以下、弊社）が一部翻訳したものです。当資料は、当資料に含まれ
るいかなる⾦融商品の販売や媒介を意図、または購入‧売却の勧誘を目的としたものではありません。当資料は法令に基づく
開⽰資料ではありません。当資料中に記載したアムンディ‧アセットマネジメント、アムンディ‧インベストメント‧インス
ティテュートの⾒通し、予測、予想意⾒等（以下、⾒通し等）は、当資料作成⽇現在のものであり、今後予告なしに変更され
ることがあります。また、⾒通し等や過去の運⽤実績を含むいかなる内容も、将来の投資収益等を示唆または保証するもので
はありません。当資料は、信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性、完全性について保証す
るものではありません。当資料に記載されている内容は、全て当資料作成⽇以前のものであり、今後予告なしに変更される可
能性があります。当資料に含まれる情報から⽣じるいかなる責務（直接的、間接的を問わず）を負うものではありません。弊
社の許可なく、当資料を複製または再配布することはできません。当資料中に引⽤した各インデックス（指数）の著作権‧知
的財産権及びその他⼀切の権利は、各インデックスの算出元に帰属します。また各インデックスの算出元は、インデックスの
内容を変更する権利及び発表を停⽌する権利を有しています。

商号等：アムンディ‧ジャパン株式会社（⾦融商品取引業者） 関東財務局⻑（⾦商）第350号
加入協会：一般社団法人 投資信託協会、一般社団法人 日本投資顧問業協会、日本証券業協会、一般社団法人 第⼆種⾦融
商品取引業協会

前月比の変化

IMPORTANT INFORMATION
The MSCI information may only be used for your internal use, may not be reproduced or disseminated in any form and may not be used as a basis for or a
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出所：2026年1月21日に開催された直近のグローバル投資委員会（GIC）で表明された⾒解の要約。本表は各資産クラスの絶対的な評価を9段階で
示したものであり、イコール（=）は中⽴スタンスを表します。本資料は特定の⼀時点における市場の評価を表したものであり、将来の出来事の予
想または将来の成果の保証を意図したものではありません。本情報は特定のファンドまたは証券に関する調査または投資助言として読者が依拠す
べきものではありません。本情報は例⽰および教育のみを⽬的としたものであり、変更される可能性があります。本情報は、過去、現在、または
未来におけるアムンディの実際の資産配分またはポートフォリオを表すものではありません。為替の表はGICによる為替の絶対的⾒解を⽰したもの
です。*複数の新興国通貨を総合した評価。

為替

米ドル

ユーロ

英ポンド

日本円

新興国通貨*
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